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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第59期（平成18年3月期）の１株当たり配当額9円には、特別配当3円を含み、第60期（平成19年3月期）の１

株当たり配当額8円には特別配当2円が含まれております。 

３．純資産額の算定にあたり、第60期中（平成18年9月中間期）から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 6,069 6,841 6,163 14,725 14,923 

経常利益（百万円） 195 198 42 605 501 

中間（当期）純利益（百万円） 117 115 69 344 283 

純資産額（百万円） 4,347 4,640 4,776 4,607 4,821 

総資産額（百万円） 10,087 10,886 10,256 11,318 10,881 

１株当たり純資産額（円） 487.31 515.05 528.92 515.00 533.20 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
13.18 12.95 7.75 37.02 31.80 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 43.1 42.2 46.0 40.7 43.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
676 869 721 677 △37 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△59 △207 21 △148 △325 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△83 △69 △78 △46 △78 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
2,500 3,041 2,672 2,449 2,007 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

692 

[124]

715 

[140]

727 

[117]

692 

[130]

698 

[136]

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 5,950 6,721 6,054 14,116 14,263 

経常利益（百万円） 216 187 35 604 404 

中間（当期）純利益（百万円） 131 114 71 352 234 

資本金（百万円） 611 611 611 611 611 

発行済株式総数（千株） 8,968 8,968 8,968 8,968 8,968 

純資産額（百万円） 4,150 4,394 4,468 4,405 4,506 

総資産額（百万円） 9,601 10,246 9,583 10,657 10,218 

１株当たり配当額（円） － － － 9.00 8.00 

自己資本比率（％） 43.2 42.9 46.6 41.3 44.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

498 

[72]

521 

[89]

520 

[81]

499 

[77]

503 

[88]



４．提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

５. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 727［117］   

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 520［81］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、全体としては「緩やかに拡大している」との基調判断を据え置い

ているが、業種や企業規模、地域の格差を内包しており、さらに米国経済の減速と原材料価格の上昇で先行き楽

観できない状況を迎えております。北陸地方では春先からの消費低迷を脱する気配を見せ始めたが、本格的回復

には、なお予断を許さない状況であります。 

 情報通信分野においては、引き続き携帯電話・インターネット通信への需要シフトが進んでおり、固定電話が

減少の一方ＩＰ電話は１,５００万を超え、ブロードバンドサービスの契約数は２,７００万を超える中、ＦＴＴ

Ｈが約１,０００万に達するなど、“光”を中心としたＩＰ通信市場のシェア獲得競争は一段と熾烈なものとなっ

ております。 

 こうしたなか、当社グループの主たる取引会社である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）におかれまし

ては、引き続きフレッツ光を中心としたブロードバンドサービスのための設備拡充に向けて戦略投資をされる一

方で、既存設備の徹底利用等によるコスト削減施策を展開してこられました。 

  このような状況のもと、ＮＴＴ関連工事では、コンクリート柱の更改等一般線路工事はやや増となりました

が、主力のフレッツ光工事において、件数の減および一件当たり工事の小規模化により完成工事高は好調であっ

た前年同期に比べ大きく下回りました。また、ＮＴＴ以外では、情報部門で若干伸びたものの、電線類地中化工

事の減、第三世代携帯電話基地局工事が下期繰り延べになったことによるネットワーク工事の減、さらに連結子

会社独自受注の完成工事も微減となりました。結果として当中間連結会計期間における受注工事高は７０億９千

９百万円（前年同期比９．５％減）、完成工事高は６１億６千３百万円（前年同期比９．９％減）となりまし

た。 

 収益面につきましては、固定費等内部費用の削減に努めましたが、完成工事高の減少により、結果として経常

利益は４千２百万円（前年同期比７８．７％減）、中間純利益は６千９百万円（前年同期比４０．２％減）とな

りました。 

 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、税金等調整前中間純利益１億３千万円の計上と完成工事に

対する未収入金の減少等により、前期末より６億６千５百万円増加の２６億７千２百万円（前年同期比３億６千８

百万円、１２．１％の減少）となりました。 

〔営業活動による連結キャッシュ・フロー〕 

 営業活動による資金の増加は７億２千１百万円（前中間連結会計期間は８億６千９百万円の資金の増加）であ

り、その主なものは完成工事に対する未収入金の回収等によるものであります。 

〔投資活動による連結キャッシュ・フロー〕 

 投資活動による資金の増加は２千１百万円（前中間連結会計期間は２億７百万円の資金の減少）であり、その主

なものは投資有価証券の売却によるものであります。 

〔財務活動による連結キャッシュ・フロー〕 

 財務活動による資金の減少は７千８百万円（前中間連結会計期間は６千９百万円の資金の減少）であり、その主

なものは配当金の支払い等によるものであります。 



２【受注、完成工事高及び施工状況】 

(1）受注実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）完成工事高実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

受注工事高 
（千円） 

手持工事高 
（千円） 

受注工事高 
（千円） 

手持工事高 
（千円） 

（自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日） 

(平成18年９月30日)

（自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日） 

(平成19年９月30日)

ケーブル設備 5,867,349 1,590,436 5,250,049 1,728,494 

土木設備 656,637 783,309 717,562 720,024 

ネットワーク設備 817,551 294,052 458,628 234,855 

情報システム等 503,910 137,676 673,561 210,919 

計 7,845,450 2,805,474 7,099,802 2,894,294 

区分 
前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

西日本電信電話㈱（千円） その他（千円） 合計（千円） 

ケーブル設備 4,543,072 659,228 5,202,301 

土木設備 211,845 308,708 520,554 

ネットワーク設備 103,159 620,710 723,870 

情報システム等 － 395,143 395,143 

計 4,858,077 1,983,792 6,841,869 

割合（％） 71.0 29.0 100.0 

区分 
当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

西日本電信電話㈱（千円） その他（千円） 合計（千円） 

ケーブル設備 4,210,188 570,224 4,780,413 

土木設備 332,066 152,783 484,850 

ネットワーク設備 142,627 247,207 389,834 

情報システム等 － 508,273 508,273 

計 4,684,882 1,478,489 6,163,371 

割合（％） 76.0 24.0 100.0 



(3）施工高実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、「オリジナル技術を生かした付加価値の高い研究開発の実施」を基本に、環境問題を考慮

しつつ、安全の確保、生産性及び品質の向上を目的とし、事業の成長・拡大に結びつく商品、工法、ソフト、システ

ム等の開発を主要課題として、取り組んでおります。 

 具体的には、現業部門からの要請に基づく機械工具の改善開発など設計・施工技術に関する独自の研究開発のほ

か、新規事業参入のためのシステム商品開発にも取り組んでおり、具体的な研究開発例としては、下記のテーマがあ

ります。 

 なお、当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費の総額は、34,576千円であります。 

① 管路内調査用穴開け機の改良 

 地下管路埋設箇所に、割り込みマンホールを増設する場合の既設管路切断作業において、管路内ケーブル有無の

目視確認を行うための管路穴開け作業を安全に効率よく行える工具の刃先部分の改良を継続して行っております。

② 呼出信号検知器の開発 

 メタル回線切替後の確認試験において、お客様不在時等の場合に呼出信号を非接触で検知可能な小型・軽量の誤

接続防止確認ツールを継続して開発しております。本ツールはアナログ回線の呼出信号を非接触・高感度で検知す

るとともに白色高輝度ＬＥＤを表示灯に採用しているため確認が容易などの特徴を有しています。また、オプショ

ンの延長竿を用いることにより、高所の屋外線での確認も可能となっています。 

③ ７ＳＣ接続支持金物の開発 

   マンホールでの光ファイバーケーブル心線の接続・収納作業において、７号加入光用スタンダードクロージャの

ケーブル把持金具本体のふらつきを防止するため、ケーブル把持金具本体とＳＣ支持金物を連結把持し、光ファイ

バー心線の接続・収納作業を安全に効率よく行える治具を継続して開発しております。 

 ④ ケータイ写真用表示看板・固定補助具の開発 

  工事施工後の設備記録写真撮影において、携帯電話内蔵のカメラにて撮影を行う場合、乱反射を抑えるとともに

水性ペンで文字が記入できる撮影用表示看板と、ぶれずに効率よく撮影するための固定補助具を開発しておりま

す。  

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

ケーブル設備（千円） 5,378,381 5,089,898 

土木設備（千円） 690,892 514,295 

ネットワーク設備（千円） 818,037 459,663 

情報システム等（千円） 431,349 626,406 

計（千円） 7,318,661 6,690,264 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画された重要な設備等の新設等について、重要な変更並びに

重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 21,600,000 

計 21,600,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 8,968,960 8,968,960 
大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 8,968,960 8,968,960 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－  8,968,960 － 611,000 － 326,200 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 2,000株含まれておりま

す。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 2個が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大西 武夫 金沢市 3,025 33.72 

日本電話施設株式会社 名古屋市中区千代田２丁目15番18号 718 8.01 

北信テレネックス株式会社 金沢市小橋町３番47号 605 6.75 

株式会社北國銀行 金沢市下堤町１番地 439 4.90 

北陸電話工事従業員持株会 金沢市大手町２番３号 412 4.60 

株式会社福井銀行 福井市順化１丁目１番１号 399 4.45 

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り１丁目２番26号 376 4.19 

日本コムシス株式会社 東京都港区高輪３丁目23番14号 294 3.27 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 137 1.52 

北国総合リース株式会社 金沢市片町２丁目２番15号 134 1.49 

計 － 6,543 72.95 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     35,000 
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式     33,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,788,000 8,788 － 

単元未満株式 普通株式    112,960 － － 

発行済株式総数 8,968,960 － － 

総株主の議決権 － 8,788 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

北陸電話工事株式

会社 

金沢市大手町２番

３号 
35,000 － 35,000 0.39 

（相互保有株式）           

北陸チノール株式

会社 

金沢市矢木２丁目

222番地 
10,000 － 10,000 0.11 

富山土木株式会社 

   

富山市四方荒屋

1280番地 
12,000 － 12,000 0.13 

 光道路株式会社 

     

金沢市東蚊爪町１

丁目１番地 
11,000 － 11,000 0.12 

計 － 68,000 － 68,000 0.75 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 350 365 330 355 321 295 

低（円） 336 326 311 316 291 280 



第５【経理の状況】 

(1) 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

① 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

② 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(2) 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）並びに金融商品取引法第193条の2第1項の

規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監

査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金     2,814,679 2,499,135   1,800,820 

受取手形・完成
工事未収入金 

    2,160,308 1,914,771   3,460,863 

有価証券     251,525 252,349   251,856 

未成工事支出金等     1,043,520 1,211,471   782,349 

繰延税金資産     117,008 186,290   103,747 

その他     171,297 162,627   241,506 

貸倒引当金     △6,209 △5,643   △10,277 

流動資産合計     6,552,129 60.2 6,221,001 60.7   6,630,865 60.9

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

建物・構築物 ※１ 619,112   580,580 597,847   

土地   1,125,283   1,125,283 1,125,283   

その他 ※１ 235,378 1,979,774 245,548 1,951,411 255,607 1,978,737 

(2）無形固定資産           

ソフトウェア   37,961   30,048 34,452   

その他   3,484 41,445 3,484 33,532 3,484 37,936 

(3）投資その他の資産           

投資有価証券   689,829   614,725 687,962   

繰延税金資産   1,521,439   1,347,739 1,449,314   

その他   101,717 2,312,986 87,709 2,050,174 96,885 2,234,162 

固定資産合計     4,334,206 39.8 4,035,118 39.3   4,250,837 39.1

資産合計     10,886,336 100.0 10,256,119 100.0   10,881,702 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

工事未払金     1,015,078 919,296   1,194,293 

短期借入金     40,250 30,000   34,000 

賞与引当金     234,143 194,512   235,462 

その他     951,563 835,339   783,738 

流動負債合計     2,241,035 20.6 1,979,148 19.3   2,247,495 20.7

Ⅱ 固定負債           

長期借入金     11,250 6,500   8,000 

退職給付引当金     3,791,131 3,272,688   3,586,819 

役員退職慰労引当
金 

    166,547 187,302   182,996 

その他     36,143 33,596   34,870 

固定負債合計     4,005,073 36.8 3,500,086 34.1   3,812,686 35.0

負債合計     6,246,109 57.4 5,479,235 53.4   6,060,181 55.7

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

資本金     611,000 611,000   611,000 

資本剰余金     326,200 326,200   326,200 

利益剰余金     3,589,763 3,755,038   3,757,278 

自己株式     △20,744 △21,793   △20,543 

株主資本合計     4,506,219 41.4 4,670,444 45.6   4,673,935 43.0

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券評価
差額金 

    86,922 43,852   80,648 

評価・換算差額等
合計 

    86,922 0.8 43,852 0.4   80,648 0.7

Ⅲ 少数株主持分     47,085 0.4 62,587 0.6   66,937 0.6

純資産合計     4,640,227 42.6 4,776,884 46.6   4,821,521 44.3

負債純資産合計     10,886,336 100.0 10,256,119 100.0   10,881,702 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高     6,841,869 100.0 6,163,371 100.0   14,923,487 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     5,940,352 86.8 5,442,487 88.3   13,046,409 87.4

完成工事総利益     901,517 13.2 720,884 11.7   1,877,078 12.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   725,828 10.6 704,686 11.4   1,421,592 9.5

営業利益     175,688 2.6 16,197 0.3   455,486 3.1

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   784   3,330 2,820   

受取配当金   5,613   5,942 8,513   

資格取得協力金   3,023   － 3,048   

受取地代家賃   4,408   4,277 9,405   

雑収入   11,493 25,323 0.4 14,897 28,446 0.4 27,317 51,104 0.3

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   452   370 882   

雑支出   2,021 2,474 0.1 1,988 2,359 0.0 4,312 5,195 0.0

経常利益     198,537 2.9 42,285 0.7   501,395 3.4

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益 ※２ 16   762 476   

投資有価証券売却
益 

  －   84,000 －   

貸倒引当金戻入額   5,374   4,647 1,401   

その他   24 5,415 0.1 33 89,443 1.4 88 1,965 0.0

Ⅶ 特別損失           

固定資産売却損 ※３ 379   56 586   

固定資産除却損   3,775     1,496 8,043   

投資有価証券売却
損  

  － 4,155 0.1 － 1,552 0.0 671 9,301 0.1

税金等調整前中
間（当期）純利
益 

    199,797 2.9 130,176 2.1   494,059 3.3

法人税、住民税
及び事業税 

  62,683   20,921 81,026   

法人税等調整額   29,501 92,184 1.3 44,078 64,999 1.0 119,158 200,184 1.3

少数株主利益      － － － －   10,270 0.1

少数株主損失     7,898 0.1 3,905 0.0   － －

中間（当期）純
利益 

    115,510 1.7 69,082 1.1   283,604 1.9

             



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）  平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 611,000 326,200 3,568,230 △19,985 4,485,444 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △80,223   △80,223 

役員賞与（注）   △13,754   △13,754 

中間純利益   115,510   115,510 

自己株式の取得等   △758 △758 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

－ － 21,533 △758 20,774 

平成18年９月30日 残高（千円） 611,000 326,200 3,589,763 △20,744 4,506,219 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価 

差額金 

平成18年３月31日 残高（千円） 121,586 55,972 4,663,003 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △80,223 

役員賞与（注）   △13,754 

中間純利益   115,510 

自己株式の取得等   △758 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△34,664 △8,886 △43,550 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△34,664 △8,886 △22,776 

平成18年９月30日 残高（千円） 86,922 47,085 4,640,227 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 611,000 326,200 3,757,278 △20,543 4,673,935

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △71,321   △71,321

中間純利益   69,082   69,082

自己株式の取得   △1,250 △1,250

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

－ － △2,239 △1,250 △3,490

平成19年９月30日 残高（千円） 611,000 326,200 3,755,038 △21,793 4,670,444

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価 

差額金 

平成19年３月31日 残高（千円） 80,648 66,937 4,821,521 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △71,321 

中間純利益   69,082 

自己株式の取得   △1,250 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△36,796 △4,350 △41,146 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△36,796 △4,350 △44,636 

平成19年９月30日 残高（千円） 43,852 62,587 4,776,884 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）  平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 611,000 326,200 3,568,230 △19,985 4,485,444

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △80,223   △80,223

役員賞与（注）   △13,754   △13,754

当期純利益   283,604   283,604

自己株式の取得等   △2,029 △2,029

自己株式の処分    △579 1,472 893

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 189,047 △557 188,490

平成19年３月31日 残高（千円） 611,000 326,200 3,757,278 △20,543 4,673,935

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価 

差額金 

平成18年３月31日 残高（千円） 121,586 55,972 4,663,003 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △80,223 

役員賞与（注）   △13,754 

当期純利益   283,604 

自己株式の取得等   △2,029 

自己株式の処分    893 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△40,938 10,965 △29,972 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△40,938 10,965 158,517 

平成19年３月31日 残高（千円） 80,648 66,937 4,821,521 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  199,797 130,176 494,059

減価償却費   67,048 76,819 152,232

負ののれん償却額   △1,273 △1,273 △2,547

貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  △5,374 △4,634 △1,306

賞与引当金の増加・
減少（△）額 

  △71,612 △40,950 △70,293

退職給付引当金の増
加・減少（△）額 

  7,925 △309,825 △179,937

受取利息及び受取配
当金 

  △6,397 △9,272 △11,334

支払利息   452 370 882

投資有価証券売却益    － △84,000 －

その他非資金損失・
利益（△） 

  4,139 790 △229

売上債権の減少・増
加（△）額 

  1,599,194 1,546,092 298,639

未成工事支出金等の
減少・増加（△）額 

  △476,921 △429,122 △215,952

仕入債務の増加・減
少（△）額 

  △362,714 △274,997 △183,498

その他資産の減少・
増加（△）額 

  △23,345 78,970 △93,436

その他負債の増加・
減少（△）額 

  136,083 51,954 25,012

役員賞与の支払額   △14,425 － △14,425

小計   1,052,576 731,097 197,866

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額 

  8,978 11,995 13,977

利息の支払額   △452 △370 △882

法人税等の支払額   △191,941 △20,807 △248,871

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  869,160 721,915 △37,909

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の減少・増
加（△）額 

  △18,100 △33,600 △38,700

有形固定資産の取得
による支出 

  △188,562 △43,904 △290,248

有形固定資産の売却
による収入 

  130 1,373 1,670

無形固定資産の取得
による支出 

  △4,972 △3,814 △7,648

投資有価証券の売却
による収入 

  － 92,400 1,011

短期貸付金の減少・
増加（△）額 

  △120 180 △300

長期貸付による支出   △2,500 － △2,500

長期貸付金の回収に
よる収入 

  3,119 2,693 6,834

その他   3,303 6,482 4,421

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △207,700 21,810 △325,459

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増加・
減少（△）額 

  13,000 △4,000 5,000

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,500 △1,500 △3,000

配当金の支払額   △80,223 △71,321 △80,223

少数株主への配当金
の支払額 

  △317 △445 △317

自己株式の売却によ
る収入  

  － － 1,472

自己株式の取得によ
る支出 

  △199 △1,250 △1,470

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △69,240 △78,517 △78,539

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加・減少（△）額 

  592,220 665,208 △441,907

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,449,234 2,007,326 2,449,234

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  3,041,454 2,672,535 2,007,326

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 すべての子会社（６社）を連結しており

ます。 

 連結子会社名は次のとおりです。 

金沢電話工事株式会社 

第二電話工事株式会社 

加越電話工事株式会社 

トヤマ電話工事株式会社 

北陸チノール株式会社 

富山土木株式会社 

１．連結の範囲に関する事項 

同左 

１．連結の範囲に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

 すべての関連会社（４社）に対する投資

について、持分法を適用しております。 

 関連会社名は次のとおりです。 

福井通信建設株式会社 

光道路株式会社 

北陸通信資材株式会社 

北陸電通輸送株式会社 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中間連結決

算日と一致しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度は連結財務諸表提

出会社と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

 中間連結決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

 連結決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法に

より算定） 

ｂ 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ｂ 時価のないもの 

同左 

ｂ 時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

ａ 未成工事支出金 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

ａ 未成工事支出金 

同左 

② たな卸資産 

ａ 未成工事支出金 

同左 

ｂ 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

ｂ 材料貯蔵品 

同左 

ｂ 材料貯蔵品 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

は、定額法 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  （会計方針の変更） 

  法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法施行令の一部を改正

する政令  平成19年３月30日 政令第83

号））に伴い、当中間連結会計期間から、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

 これに伴い、前中間連結会計期間と同一

の方法によった場合と比べ、営業利益、経

常利益、税金等調整前中間純利益が1,370

千円それぞれ減少しております。 

（追加情報）  

 当社及び連結子会社は、法人税法改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。これにより営業利

益、経常利益、税金等調整前中間純利益

が2,254千円それぞれ減少しておりま

す。  

 

 ② 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます  

 ② 無形固定資産 

同左  

 ② 無形固定資産 

同左  

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒による損

失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負担額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による按

分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による按

分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社内規に基づく、中間期末要支

給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社内規に基づく、期末要支給額

を計上しております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）消費税等の会計処理 

 消費税等に相当する額の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は4,593,141千円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当

中間連結会計期間における中間連結財務諸

表は、改正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

    当連結会計年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。  

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は4,754,583千円であります。  

 なお、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

─────  ─────  （役員賞与に関する会計基準） 

  当連結会計年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号）を適用

し、発生時に費用処理することとしており

ます。 

  これにより、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、4,775千円減少

しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償

却額」と表示しております。 

─────  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,753,377千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,759,333千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,730,931千円 

─────  ２ 手形割引高及び裏書譲渡高     ２ 手形割引高及び裏書譲渡高 

    受取手形割引高           －  千円 

 受取手形裏書譲渡高     3,468千円 

 受取手形割引高       5,225千円 

 受取手形裏書譲渡高     1,150千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

従業員給料手当 303,000千円 

賞与引当金繰入額 40,170千円 

退職給付費用 21,294千円 

役員退職慰労引当金
繰入額 

16,503千円 

調査研究費 80,151千円 

従業員給料手当 292,636千円 

賞与引当金繰入額 37,613千円 

退職給付費用 21,782千円 

役員退職慰労引当金
繰入額 

15,905千円 

調査研究費 80,490千円 

従業員給料手当 630,218千円 

賞与引当金繰入額 48,092千円 

退職給付費用 42,959千円 

役員退職慰労引当金
繰入額 

32,950千円 

調査研究費 134,820千円 

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

機械・運搬具 16千円 機械・運搬具 762千円 機械・運搬具 476千円 

※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳 

機械・運搬具 379千円 機械・運搬具 56千円 機械・運搬具 586千円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加     460株 

 持分法適用会社の持分変更の当社帰属分  583株 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間 
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 8,968,960 － － 8,968,960 

合計 8,968,960 － － 8,968,960 

自己株式         

普通株式（注） 50,036 1,043 － 51,079 

合計 50,036 1,043 － 51,079 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 80,223 9.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   3,902 株 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間 
末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 8,968,960 － － 8,968,960 

合計 8,968,960 － － 8,968,960 

自己株式         

普通株式（注） 51,933 3,902 － 55,835 

合計 51,933 3,902 － 55,835 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 71,321 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    3,811株 

 持分法適用会社の持分変更の当社帰属分  583株 

自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 子会社が処分した自己株式の当社帰属分 2,497株 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 8,968,960 － － 8,968,960 

合計 8,968,960 － － 8,968,960 

自己株式         

普通株式（注） 50,036 4,394 2,497 51,933 

合計 50,036 4,394 2,497 51,933 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 80,223 9.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 71,321  利益剰余金 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

（千円） （千円） （千円） 

現金預金勘定 2,814,679 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△24,750 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資（有価証券） 

251,525 

現金及び現金同等物 3,041,454 

現金預金勘定  2,499,135 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△78,950 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資（有価証券） 

 252,349 

現金及び現金同等物  2,672,535 

現金預金勘定 1,800,820 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△45,350 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資（有価証券） 

251,856 

現金及び現金同等物 2,007,326 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(千円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械・運搬具 38,953 24,780 14,173 

  

取得 
価額 

相当額 
(千円) 

減価 
償却 

累計額
相当額 
(千円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械・運搬具 22,836 13,676 9,159

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(千円) 

期末 
残高 

相当額 
(千円) 

機械・運搬具 38,953 27,287 11,666

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,013千円

１年超 9,159千円

合計 14,173千円

１年内 3,907千円

１年超 5,252千円

合計 9,159千円

１年内 4,510千円

１年超 7,155千円

合計 11,666千円

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 3,229千円

減価償却費相当額 3,229千円

支払リース料 2,506千円

減価償却費相当額 2,506千円

支払リース料 5,736千円

減価償却費相当額 5,736千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

種類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間連結 
貸借対照表 

計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間連結 
貸借対照表

計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結 
貸借対照表
計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 357,889 503,977 146,088 357,889 431,590 73,701 357,889 493,432 135,543 

(2）その他 － － － － － － － － － 

合計 357,889 503,977 146,088 357,889 431,590 73,701 357,889 493,432 135,543 

種類 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

（千円） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

（千円） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

（千円） 

非上場株式 185,852 183,134 194,529 

マネー・マネージメント・ファンド 251,525 252,349 251,856 

計 437,378 435,484 446,386 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ありません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営

業利益の合計額に占める建設事業の

割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

 同左   全セグメントの売上高の合計、営

業利益の合計額及び資産の金額の合

計額に占める建設事業の割合がいず

れも90％を超えているため、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略

しました。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 在外支店及び在外連結子会社がない

ため、記載しておりません。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため、記載してお

りません。 

同左 同左 



（１株当たり情報） 

 （注）1. １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 515.05円

１株当たり中間純利益 12.95円

１株当たり純資産額 528.92円

１株当たり中間純利益 7.75円

１株当たり純資産額 533.20円

１株当たり当期純利益 31.80円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 115,510 69,082 283,604 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
115,510 69,082 283,604 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,918,214 8,915,593 8,917,295 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 4,640,227 4,776,884 4,821,521 

純資産の部の合計から控除する金額

（千円） 
47,085 62,587 66,937 

（うち少数株主持分）（千円） (47,085) （62,587） （66,937）

普通株式に係る中間期末（期末）純

資産額（千円） 
4,593,141 4,714,297 4,754,583 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（株） 

8,917,881 8,913,125 8,917,027 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

      ──────       ──────  平成19年４月10日開催の取締役会

の決議に基づき、当社が保有する株

式会社エヌディエスリースの全株式

を平成19年４月20日に日本電話施設

株式会社に譲渡いたしました。売却

益84,000千円は、平成19年度におい

て特別利益に計上する予定です。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金   2,554,879   2,246,197 1,573,574   

受取手形   4,529   4,515 1,870   

完成工事未収入金   2,127,211   1,894,355 3,297,502   

有価証券   251,525   252,349 251,856   

未成工事支出金   853,107   990,101 692,006   

繰延税金資産   94,813   168,569 88,989   

その他   253,861   265,496 324,911   

貸倒引当金   △6,066   △5,639 △9,600   

流動資産合計     6,133,861 59.9 5,815,945 60.7   6,221,110 60.9

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

建物 ※１ 477,562   447,867 461,768   

土地   989,442   989,442 989,442   

その他 ※１ 182,587   197,256 203,396   

有形固定資産計   1,649,592   1,634,566 1,654,607   

(2）無形固定資産           

電話加入権   3,068   3,068 3,068   

ソフトウェア   37,961   30,048 34,452   

無形固定資産計   41,029   33,116 37,520   

(3）投資その他の資産           

投資有価証券   723,523   642,736 712,978   

繰延税金資産   1,477,447   1,300,962 1,404,536   

その他   221,023   156,778 188,256   

貸倒引当金   △147   △109 △135   

投資その他の資産計   2,421,847   2,100,368 2,305,637   

固定資産合計     4,112,469 40.1 3,768,051 39.3   3,997,765 39.1

資産合計     10,246,331 100.0 9,583,997 100.0   10,218,875 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

工事未払金   1,055,929   979,610 1,228,784   

未払法人税等   46,797   6,726 7,255   

未成工事受入金   137,802   20,471 72,261   

賞与引当金   203,205   162,425 209,145   

その他引当金   4,935   10,851 4,783   

その他 ※２ 550,876   594,182 529,569   

流動負債合計     1,999,546 19.5 1,774,267 18.5   2,051,799 20.1

Ⅱ 固定負債           

退職給付引当金   3,710,442   3,186,509 3,505,462   

役員退職慰労引
当金 

  142,127   154,749 154,937   

固定負債合計     3,852,570 37.6 3,341,258 34.9   3,660,400 35.8

負債合計     5,852,116 57.1 5,115,526 53.4   5,712,199 55.9

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

資本金     611,000 611,000   611,000 

資本剰余金           

資本準備金   326,200   326,200 326,200   

資本剰余金合計     326,200 326,200   326,200 

利益剰余金           

利益準備金   140,625   140,625 140,625   

その他利益剰余金           

固定資産圧縮 
積立金 

  47,498   47,171 47,330   

特別償却準備金   5,852   999 1,999   

別途積立金   2,760,000   2,930,000 2,760,000   

繰越利益剰余金   423,272   378,300 547,300   

利益剰余金合計     3,377,248 3,497,096   3,497,255 

自己株式     △7,156 △9,677   △8,427 

株主資本合計     4,307,292 42.0 4,424,618 46.2   4,426,027 43.3

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券評価
差額金 

    86,922 43,852   80,648 

評価・換算差額等
合計 

    86,922 0.9 43,852 0.4   80,648 0.8

純資産合計     4,394,215 42.9 4,468,470 46.6   4,506,676 44.1

負債純資産合計     10,246,331 100.0 9,583,997 100.0   10,218,875 100.0 

             



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高     6,721,919 100.0 6,054,816 100.0   14,263,857 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     5,907,519 87.9 5,417,463 89.5   12,623,194 88.5

完成工事総利益     814,399 12.1 637,353 10.5   1,640,663 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    653,278 9.7 632,195 10.4   1,277,865 9.0

営業利益     161,120 2.4 5,157 0.1   362,798 2.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   28,054 0.4 32,678 0.5   45,827 0.3

Ⅴ 営業外費用     2,021 0.0 1,983 0.0   4,057 0.0

経常利益     187,153 2.8 35,853 0.6   404,569 2.8

Ⅵ 特別利益 ※２   4,724 0.0 87,987 1.4   1,627 0.0

Ⅶ 特別損失 ※３   2,100 0.0 1,461 0.0   6,408 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    189,776 2.8 122,378 2.0   399,787 2.8

法人税、住民税
及び事業税 

  39,000   2,000 46,000   

法人税等調整額   36,281 75,281 1.1 49,039 51,039 0.8 119,286 165,286 1.2

中間（当期）純
利益 

    114,495 1.7 71,339 1.2   234,501 1.6

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．平成18年９月中間期のその他利益剰余金の取崩項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

固定資産 
圧縮 

積立金 

特別償却 
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

611,000 326,200 140,625 48,025 17,410 2,490,000 657,162 3,353,223 △6,956 4,283,466 

中間会計期間中の変動額                     

固定資産圧縮積立金
の取崩（注）1. 

      △358     358 －   － 

固定資産圧縮積立金
の取崩（注）2. 

      △168     168 －   － 

特別償却準備金の 
取崩（注）1. 

        △7,705   7,705 －   － 

特別償却準備金の 
取崩（注）2. 

        △3,852   3,852 －   － 

別途積立金の積立
（注）1. 

          270,000 △270,000 －   － 

剰余金の配当
（注）1. 

            △80,469 △80,469   △80,469 

役員賞与（注）1.             △10,000 △10,000   △10,000 

中間純利益             114,495 114,495   114,495 

自己株式の取得                 △199 △199 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額
合計（千円） 

－ － － △526 △11,557 270,000 △233,889 24,025 △199 23,826 

平成18年９月30日残高
（千円） 

611,000 326,200 140,625 47,498 5,852 2,760,000 423,272 3,377,248 △7,156 4,307,292 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 

平成18年３月31日 残高（千円） 121,586 4,405,052 

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩
（注）1. 

  － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注）2. 

  － 

特別償却準備金の取崩（注）1.   － 

特別償却準備金の取崩（注）2.   － 

別途積立金の積立（注）1.   － 

剰余金の配当（注）1.   △80,469 

役員賞与（注）1.   △10,000 

中間純利益   114,495 

自己株式の取得   △199 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△34,664 △34,664 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

△34,664 △10,837 

平成18年９月30日 残高（千円） 86,922 4,394,215 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）  平成19年９月中間期のその他利益剰余金の取崩項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

固定資産 
圧縮 
積立金 

特別償却 
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

611,000 326,200 140,625 47,330 1,999 2,760,000 547,300 3,497,255 △8,427 4,426,027 

中間会計期間中の変動額                     

固定資産圧縮積立金
の取崩（注） 

      △158     158 －   － 

特別償却準備金の 
取崩（注） 

        △999   999 －   － 

別途積立金の積立           170,000 △170,000 －   － 

剰余金の配当             △71,497 △71,497   △71,497 

中間純利益             71,339 71,339   71,339 

自己株式の取得                 △1,250 △1,250 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額
合計（千円） 

－ － － △158 △999 170,000 △169,000 △158 △1,250 △1,409 

平成19年９月30日残高
（千円） 

611,000 326,200 140,625 47,171 999 2,930,000 378,300 3,497,096 △9,677 4,424,618 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 

平成19年３月31日 残高（千円） 80,648 4,506,676 

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩
（注） 

  － 

特別償却準備金の取崩（注）   － 

別途積立金の積立   － 

剰余金の配当   △71,497 

中間純利益   71,339 

自己株式の取得   △1,250 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△36,796 △36,796 

中間会計期間中の変動額合計
（千円） 

△36,796 △38,205 

平成19年９月30日 残高（千円） 43,852 4,468,470 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．平成19年３月期のその他利益剰余金の取崩項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

固定資産 
圧縮 

積立金 

特別償却 
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

611,000 326,200 140,625 48,025 17,410 2,490,000 657,162 3,353,223 △6,956 4,283,466 

事業年度中の変動額                     

固定資産圧縮積立金
の取崩（注）1. 

      △358     358 －   － 

固定資産圧縮積立金
の取崩（注）2. 

      △337     337 －   － 

特別償却準備金の 
取崩（注）1. 

        △7,705   7,705 －   － 

特別償却準備金の 
取崩（注）2. 

        △7,705   7,705 －   － 

別途積立金の積立
（注）1. 

          270,000 △270,000 －   － 

剰余金の配当
（注）1. 

            △80,469 △80,469   △80,469 

役員賞与（注）1.             △10,000 △10,000   △10,000 

当期純利益             234,501 234,501   234,501 

自己株式の取得                 △1,470 △1,470 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

                    

事業年度中の変動額合計
（千円） 

－ － － △695 △15,410 270,000 △109,862 144,032 △1,470 142,561 

平成19年３月31日残高
（千円） 

611,000 326,200 140,625 47,330 1,999 2,760,000 547,300 3,497,255 △8,427 4,426,027 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 

平成18年３月31日 残高（千円） 121,586 4,405,052 

事業年度中の変動額     

固定資産圧縮積立金の取崩
（注）1. 

  － 

固定資産圧縮積立金の取崩
（注）2. 

  － 

特別償却準備金の取崩（注）1.   － 

特別償却準備金の取崩（注）2.   － 

別途積立金の積立（注）1.   － 

剰余金の配当（注）1.   △80,469 

役員賞与（注）1.   △10,000 

当期純利益   234,501 

自己株式の取得   △1,470 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△40,938 △40,938 

事業年度中の変動額合計（千円） △40,938 101,623 

平成19年３月31日 残高（千円） 80,648 4,506,676 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

 中間決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

② その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

ｂ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ｂ 時価のないもの 

同左 

ｂ 時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

(2）たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

② 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

② 材料貯蔵品 

同左 

② 材料貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備は除く）は、定

額法 

 なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

   （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日 政令第83

号））に伴い、当中間会計期間から、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

  これに伴い、前中間会計期間と同一の方

法によった場合と比べ、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益が769千円それぞれ

減少しております。  

（追加情報）  

 当社は法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。 

  これにより営業利益、経常利益、税引

前中間純利益が1,736千円それぞれ減少し

ております。  

 

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による按分額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による按分額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため

会社内規に基づく、中間期末要支給額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため

会社内規に基づく、期末要支給額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等に相当する額の会計処理 

 消費税等に相当する額の会計処理は、

税抜方式によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等に相当する額の会計処理 

同左 

５．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等に相当する額の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は4,394,215千円でありま

す。 

 中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間財務諸表は、

改正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

当事業年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する

金額は4,506,676千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,396,852千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,375,250千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,357,705千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

───── 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの       

受取利息 1,894千円 3,636千円 4,787千円 

受取配当金 10,265千円 11,492千円 13,166千円 

資格取得協力金 3,023千円 －千円 3,048千円 

受取地代家賃 6,652千円 7,469千円 14,409千円 

※２ 特別利益のうち主要なもの       

固定資産売却益   －千円  －千円  425千円 

投資有価証券売却益 －千円    84,000千円 －千円 

貸倒引当金戻入額  4,724千円    3,987千円  1,202千円 

※３ 特別損失のうち主要なもの       

固定資産売却損 379千円 56千円 586千円 

固定資産除却損 1,720千円 1,404千円 5,821千円 

 ４ 減価償却実施額       

有形固定資産 44,644千円 51,417千円 102,097千円 

無形固定資産 7,076千円 6,910千円 13,541千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 460株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 3,902 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 3,811株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式（注） 27,915 460 － 28,375 

合計 27,915 460 － 28,375 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式（注） 31,726 3,902 － 35,628 

合計 31,726 3,902 － 35,628 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数 
（株） 

普通株式（注） 27,915 3,811 － 31,726 

合計 27,915 3,811 － 31,726 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 記載すべき事項はありません。 同左 同左 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

同左 同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ──────       ──────   平成19年４月10日開催の取締役会

の決議に基づき、当社が保有する株

式会社エヌディエスリースの全株式

を平成19年４月20日に日本電話施設

株式会社に譲渡いたしました。売却

益84,000千円は、平成19年度におい

て特別利益に計上する予定です。 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日の間において、北陸財務局に提出した金融商品取引法第25条第１項各号

に掲げる書類は、次のとおりであります。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第60期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日提出 

２．有価証券報告書の訂正報告書  

平成19年９月28日北陸財務局長に提出 

事業年度（第60期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２１日

北陸電話工事株式会社    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉本 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

北陸電話工事株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、北陸電話工事株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保存しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月２１日

北陸電話工事株式会社    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
 指定社員 

 業務執行社員 
  公認会計士 近藤 久晴  印 

 
 指定社員 

 業務執行社員 
  公認会計士 山田 雄一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている北陸電話工事株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、北陸電話工事株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保存しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２１日

北陸電話工事株式会社    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉本 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

北陸電話工事株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、北陸電話工事株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保存しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月２１日

北陸電話工事株式会社    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 近藤 久晴  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山田 雄一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている北陸電話工事株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、北陸電話工事株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保存しております。 
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